
貸借対照表
（平成 31 年 3 月 31 日現在） （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 33,566,934  固定負債 14,199,624

  有形固定資産 32,261,592  地方債 11,510,785

  事業用資産 14,873,801  長期未払金 -

  土地 2,863,212  退職手当引当金 2,683,756

  立木竹 284,879  損失補償等引当金 -

  建物 27,084,739  その他 5,083

  建物減価償却累計額 -16,737,448  流動負債 1,351,526

  工作物 3,771,180  １年内償還予定地方債 1,056,617

  工作物減価償却累計額 -2,402,874  未払金 -

  船舶 -  未払費用 -

  船舶減価償却累計額 -  前受金 -

  浮標等 -  前受収益 -

  浮標等減価償却累計額 -  賞与等引当金 152,961

  航空機 -  預り金 139,214

  航空機減価償却累計額 -  その他 2,734

  その他 12,830負債合計 15,551,150

  その他減価償却累計額 -12,830【純資産の部】

  建設仮勘定 10,113  固定資産等形成分 34,860,739

  インフラ資産 16,766,451  余剰分（不足分） -15,124,889

  土地 1,092,333

  建物 673,988

  建物減価償却累計額 -382,081

  工作物 45,877,770

  工作物減価償却累計額 -30,736,657

  その他 4,688

  その他減価償却累計額 -461

  建設仮勘定 236,871

  物品 2,703,166

  物品減価償却累計額 -2,081,826

  無形固定資産 57,977

  ソフトウェア 57,977

  その他 -

  投資その他の資産 1,247,365

  投資及び出資金 379,944

  有価証券 106,800

  出資金 273,144

  その他 -

投資損失引当金 -

  長期延滞債権 84,837

  長期貸付金 173,885

  基金 623,577

  減債基金 -

  その他 623,577

  その他 -

  徴収不能引当金 -14,878

  流動資産 1,720,066

  現金預金 409,831

  未収金 17,982

  短期貸付金 23,223

  基金 1,270,582

  財政調整基金 1,116,718

  減債基金 153,864

  棚卸資産 -

  その他 -

  徴収不能引当金 -1,552純資産合計 19,735,850

資産合計 35,287,000負債及び純資産合計 35,287,000

【参考１】一般会計等の財務書類等
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行政コスト計算書
自 平成 30 年 4月 1日

至 平成 31 年 3月 31 日

（単位：千円）

  科目名 金額

経常費用 10,873,991

  業務費用 6,165,204

  人件費 1,942,976

  職員給与費 1,783,725

  賞与等引当金繰入額 152,960

  退職手当引当金繰入額 -125,365

  その他 131,656

  物件費等 4,085,218

  物件費 2,365,119

  維持補修費 225,523

  減価償却費 1,494,576

  その他 -

  その他の業務費用 137,010

  支払利息 68,862

  徴収不能引当金繰入額 16,430

  その他 51,718

  移転費用 4,708,787

  補助金等 2,304,107

  社会保障給付 1,382,059

  他会計への繰出金 1,012,595

  その他 10,026

  経常収益 304,463

  使用料及び手数料 123,117

  その他 181,346

純経常行政コスト 10,569,528

  臨時損失 55,208

  災害復旧事業費 46,859

  資産除売却損 8,159

  投資損失引当金繰入額 -

  損失補償等引当金繰入額 -

  その他 190

  臨時利益 17,488

  資産売却益 15,875

  その他 1,613

純行政コスト 10,607,248
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純
資
産
変
動
計
算
書

自
平
成
3
0
年
4
月
1
日

至
平
成
3
1
年
3
月
3
1
日

（
単
位
：千
円
）

科
目
名

合
計

固
定
資
産
等
形
成
分

余
剰
分
（
不
足
分
）

前
年
度
末
純
資
産
残
高

2
0,
0
23
,9
48

3
5,
1
24
,7
7
2

-1
5
,1
0
0
,8
2
4

 
純
行
政
コ
ス
ト
（
△
）

-
1
0,
6
07
,2
48

-1
0
,6
0
7
,2
4
8

 
財
源

1
0,
3
17
,7
97

1
0
,3
1
7
,7
9
7

 
税
収
等

7,
6
32
,5
92

7
,6
3
2
,5
9
2

 
国
県
等
補
助
金

2,
6
85
,2
05

2
,6
8
5
,2
0
5

 
本
年
度
差
額

-
2
89
,4
51

-2
8
9
,4
5
1

 
固
定
資
産
等
の
変
動
（
内
部
変
動
）

-
2
65
,3
8
6

2
6
5
,3
8
6

 
有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

1,
1
01
,4
5
3

-
1
,1
0
1
,4
5
3

 
有
形
固
定
資
産
等
の
減
少

-
1,
5
12
,5
4
6

1
,5
1
2
,5
4
6

 
貸
付
金
・基
金
等
の
増
加

3
79
,8
2
7

-3
7
9
,8
2
7

 
貸
付
金
・基
金
等
の
減
少

-
2
34
,1
2
0

2
3
4
,1
2
0

 
資
産
評
価
差
額

-
-

 
無
償
所
管
換
等

1
,3
53

1
,3
5
3

 
そ
の
他

-
-

-

 
本
年
度
純
資
産
変
動
額

-
2
88
,0
98

-
2
64
,0
3
3

-
2
4
,0
6
5

本
年
度
末
純
資
産
残
高

1
9,
7
35
,8
50

3
4,
8
60
,7
3
9

-1
5
,1
2
4
,8
8
9
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資金収支計算書
自 平成 30 年 4 月 1 日

至 平成 31 年 3月 31 日

（単位：千円）

科目名 金額
【業務活動収支】
  業務支出 9,481,084
  業務費用支出 4,772,297

  人件費支出 2,070,522
  物件費等支出 2,581,195
  支払利息支出 68,862
  その他の支出 51,718
  移転費用支出 4,708,787
  補助金等支出 2,304,107
  社会保障給付支出 1,382,059
  他会計への繰出支出 1,012,595
  その他の支出 10,026
  業務収入 9,975,944
  税収等収入 7,631,701
  国県等補助金収入 2,053,304
  使用料及び手数料収入 123,866
  その他の収入 167,073
  臨時支出 46,858
  災害復旧事業費支出 46,858
  その他の支出 -
  臨時収入 31,240

業務活動収支 479,242

【投資活動収支】
  投資活動支出 1,721,044
  公共施設等整備費支出 1,093,870
  基金積立金支出 347,298
  投資及び出資金支出 -
  貸付金支出 279,876
  その他の支出 -
  投資活動収入 1,102,776
  国県等補助金収入 600,661
  基金取崩収入 201,749
  貸付金元金回収収入 282,515
  資産売却収入 17,851
  その他の収入 -

投資活動収支 -618,268

【財務活動収支】
  財務活動支出 999,695
  地方債償還支出 996,903
  その他の支出 2,792
  財務活動収入 1,133,761
  地方債発行収入 1,133,761
  その他の収入 -

財務活動収支 134,066

本年度資金収支額 -4,960

前年度末資金残高 275,577

本年度末資金残高 270,617

前年度末歳計外現金残高 153,638

本年度歳計外現金増減額 -14,424

本年度末歳計外現金残高 139,214

本年度末現金預金残高 409,831
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１
貸
借
対
照
表
の
内
容
に
関
す
る
明
細

(1
)資
産
項
目
の
明
細

①
有
形
固
定
資
産
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

前
年
度
末
残
高

（
A
）

本
年
度
増
加
額

（
B
）

本
年
度
減
少
額

（
C
）

本
年
度
末
残
高

（
A
）
+
（
B
）
-
（
C
）

（
D
）

本
年
度
末

減
価
償
却
累
計
額

（
E
）

本
年
度
減
価
償
却
額

（
F
）

差
引
本
年
度
末
残
高

（
D
）
-
（
E
）

（
G
）

事
業
用
資
産

33
,9
3
1,
6
98

42
2,
17
0

32
6,
91
5

34
,0
2
6,
95
3

19
,1
5
3,
15
2

75
2,
23
5

14
,8
7
3,
80
1

土
地

2
,8
2
1,
3
72

4
4,
17
1

2,
33
1

2
,8
6
3,
21
2

-
-

2
,8
6
3,
21
2

立
木
竹

28
4,
8
79

-
-

28
4,
87
9

-
-

28
4,
87
9

建
物

26
,8
9
5,
7
91

31
4,
99
3

12
6,
04
5

27
,0
8
4,
73
9

16
,7
3
7,
44
8

60
1,
17
9

10
,3
4
7,
29
1

工
作
物

3
,7
1
4,
0
68

6
3,
00
6

5,
89
4

3
,7
7
1,
18
0

2
,4
0
2,
87
4

15
1,
05
6

1
,3
6
8,
30
6

船
舶

-
-

-
-

-
-

-

浮
標
等

-
-

-
-

-
-

-

航
空
機

-
-

-
-

-
-

-

そ
の
他

1
2,
8
30

-
-

1
2,
83
0

1
2,
83
0

-
-

建
設
仮
勘
定

20
2,
7
58

-
19
2,
64
5

1
0,
11
3

-
-

1
0,
11
3

イ
ン
フ
ラ
資
産

47
,2
1
6,
7
01

71
7,
71
0

4
8,
76
1

47
,8
8
5,
65
0

31
,1
1
9,
19
9

59
9,
35
7

16
,7
6
6,
45
1

土
地

1
,0
7
9,
0
40

1
3,
29
3

-
1
,0
9
2,
33
3

-
-

1
,0
9
2,
33
3

建
物

67
0,
3
43

3,
64
5

-
67
3,
98
8

38
2,
08
1

1
5,
97
1

29
1,
90
7

工
作
物

45
,3
5
7,
2
71

52
0,
49
9

-
45
,8
7
7,
77
0

30
,7
3
6,
65
7

58
3,
15
6

15
,1
4
1,
11
3

そ
の
他

3,
9
05

78
3

-
4,
68
8

46
1

23
0

4,
22
8

建
設
仮
勘
定

10
6,
1
42

17
9,
49
0

4
8,
76
1

23
6,
87
1

-
-

23
6,
87
0

物
品

2
,5
7
2,
3
50

19
2,
48
3

6
1,
66
7

2
,7
0
3,
16
6

2
,0
8
1,
82
6

11
8,
80
3

62
1,
34
0

合
計

83
,7
2
0,
7
49

1
,3
3
2,
36
3

43
7,
34
3

84
,6
1
5,
76
9

52
,3
5
4,
17
7

1
,4
7
0,
39
5

32
,2
6
1,
59
2

付
属
明
細
書
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②
有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

生
活
ｲ
ﾝ
ﾌ
ﾗ
・

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

消
防

総
務

合
計

事
業
用
資
産

1,
7
52
,6
8
0

8
,7
9
6,
92
5

1
,0
2
3,
68
2

2
39
,2
84

1,
6
61
,3
54

36
6,
72
1

1
,0
3
3,
15
5

14
,8
7
3,
80
1

土
地

4
39
,9
1
7

1
,2
7
8,
34
5

24
1,
56
2

20
,6
87

6
01
,3
54

1
2,
96
2

26
8,
38
5

2
,8
6
3,
21
2

立
木
竹

2
80
,9
6
1

-
-

-
3
,9
18

-
-

28
4,
87
9

建
物

5
90
,9
1
9

7
,2
9
9,
51
3

75
2,
89
6

1
66
,3
42

7
66
,0
77

13
5,
79
6

63
5,
74
8

10
,3
4
7,
29
1

工
作
物

4
40
,8
8
3

21
8,
85
4

2
9,
22
4

52
,2
55

2
90
,0
05

21
7,
96
3

11
9,
12
2

1
,3
6
8,
30
6

船
舶

-
-

-
-

-
-

-
-

浮
標
等

-
-

-
-

-
-

-
-

航
空
機

-
-

-
-

-
-

-
-

そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

建
設
仮
勘
定

-
21
3

-
-

-
-

9,
90
0

1
0,
11
3

イ
ン
フ
ラ
資
産

1
1,
5
17
,8
8
3

-
-

5
,0
86

5,
2
28
,2
27

1
5,
25
5

-
16
,7
6
6,
45
1

土
地

1,
0
86
,7
6
0

-
-

-
5
,5
73

-
-

1
,0
9
2,
33
3

建
物

2
88
,2
6
1

-
-

-
3
,6
46

-
-

29
1,
90
7

工
作
物

1
0,
0
59
,2
7
9

-
-

5
,0
86

5,
0
61
,4
93

1
5,
25
5

-
15
,1
4
1,
11
3

そ
の
他

3
,4
4
5

-
-

-
7
83

-
-

4,
22
8

建
設
仮
勘
定

80
,1
3
8

-
-

-
1
56
,7
32

-
-

23
6,
87
0

物
品

1
74
,3
0
3

8
1,
07
3

1
5,
18
7

1
,8
16

66
,5
31

13
3,
77
6

14
8,
65
4

62
1,
34
0

合
計

1
3,
4
44
,8
6
6

8
,8
7
7,
99
8

1
,0
3
8,
86
9

2
46
,1
86

6,
9
56
,1
12

51
5,
75
2

1
,1
8
1,
80
9

32
,2
6
1,
59
2

-22-



③
投
資
及
び
出
資
金
の
明
細

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
に
対
す
る
も
の

（
千
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

(貸
借
対
照
表
計
上
額
)

（
A
）

資
産

（B
）

負
債

（
C
）

純
資
産
額

（
B
）
-
（C
）

（
D
）

資
本
金

（
E
）

出
資
割
合
（
%
）

（A
）
/（
E
）

（F
）

実
質
価
額

（
D
）
×
（F
）

（G
）

投
資
損
失
引
当
金

計
上
額

（H
）

（参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

勝
山
市
土
地
開
発
公
社

5,
00
0

16
,3
43

-
16
,3
43

5
,0
00

10
0%

1
6,
3
43

-
5
,0
00

勝
山
市
農
業
公
社

3
0,
00
0

52
,4
20

9
59

51
,4
61

50
,0
00

6
0%

3
0,
8
76

-
30
,0
00

合
計

3
5,
00
0

-
-

-
-

-
4
7,
2
19

-
35
,0
00

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
以
外
に
対
す
る
も
の

（
千
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

（
A
）

資
産

（
B
）

負
債

（
C
）

純
資
産
額

（
B
）
-
（C
）

（
D
）

資
本
金

（
E
）

出
資
割
合
（
%
）

（A
）
/（
E
）

（F
）

実
質
価
額

（
D
）
×
（F
）

（G
）

強
制
評
価
減

（H
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

（A
）-
（H
）

（
I）

（
参
考
）財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

勝
山
高
原
開
発
株
式
会
社

1
6,
80
0

7
,2
1
1,
17
0

6,
6
62
,6
09

5
48
,5
61

2
90
,0
00

5.
8%

3
1,
7
79

-
16
,8
00

2
24
,0
00

え
ち
ぜ
ん
鉄
道
株
式
会
社

9
0,
00
0

6
,0
7
4,
45
1

5,
5
34
,3
06

5
40
,1
45

4
97
,0
00

1
8.
1%

9
7,
8
13

-
90
,0
00

90
,0
00

ふ
く
い
農
林
水
産
支
援

セ
ン
タ
ー

3,
49
0

1
,1
8
2,
01
5

2
03
,1
07

9
78
,9
08

9
76
,8
68

0.
4%

3,
4
97

-
3
,4
90

3
,4
90

福
井
県
農
業
信
用
基
金

協
会

7,
38
0

76
,9
6
8,
75
7

7
4,
4
30
,8
47

2,
5
37
,9
10

1,
6
04
,7
90

0.
5%

1
1,
6
71

-
7
,3
80

7
,3
80

九
頭
竜
森
林
組
合

1
8,
07
1

1
,1
8
9,
39
2

2
79
,1
44

9
10
,2
48

2
77
,8
76

6.
5%

5
9,
1
96

-
18
,0
71

18
,0
71

福
井
県
道
路
公
社

-
3
,9
7
0,
83
1

4,
9
34
,3
34

-9
63
,5
03

7
56
,0
00

0.
0%

-
-

-
1
08
,0
00

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

1,
70
1
2
4,
5
89
,1
9
9,
00
0
2
4,
29
4,
0
08
,0
00

29
5,
1
91
,0
00

1
6,
6
02
,0
00

0.
0%

3
0,
2
45

-
1
,7
01

1
,7
01

ふ
る
さ
と
市
町
村
圏
基
金

15
0,
00
0

55
0,
00
0

0
5
50
,0
00

5
50
,0
00

2
7.
3%

15
0,
0
00

-
1
50
,0
00

1
50
,0
00

勝
山
市
観
光
ま
ち
づ
く
り

株
式
会
社

2,
40
0

11
8,
12
2

97
,5
37

20
,5
85

10
,0
00

2
4.
0%

4,
9
40

-
2
,4
00

2
,4
00

福
井
県
畜
産
経
営
安
定

基
金
協
会

75
0

35
2,
37
2

3
47
,8
91

4
,4
81

4
,1
55

1
8.
0%

8
09

-
7
50

7
50
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相
手
先
名

出
資
金
額

（
A
）

資
産

（
B
）

負
債

（
C
）

純
資
産
額

（
B
）
-
（C
）

（
D
）

資
本
金

（
E
）

出
資
割
合
（
%
）

（A
）
/（
E
）

（F
）

実
質
価
額

（
D
）
×
（F
）

（G
）

強
制
評
価
減

（H
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

（A
）-
（H
）

（
I）

（
参
考
）財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

福
井
県
信
用
保
証
協
会

6,
9
32

1
16
,3
0
9,
6
04

94
,6
68
,3
20

21
,6
41
,2
84

2
,6
67
,7
52

0.
3
%

56
,2
3
4

-
6,
93
2

6,
93
2

福
井
県
労
働
者
信
用
基
金

協
会

5,
9
50

74
,0
6
9,
7
06

72
,2
50
,6
98

1
,8
19
,0
08

6
05
,5
70

1.
0
%

17
,8
7
3

-
5,
95
0

5,
95
0

福
井
県
繊
維
協
会

5,
3
50

55
0,
8
56

1
10
,5
71

4
40
,2
85

4
40
,2
85

1.
2
%

5
,3
5
0

-
5,
35
0

5,
35
0

福
井
県
野
菜
生
産
価
格

安
定
事
業
協
会

8
38

45
5,
8
00

3
10
,6
98

1
45
,1
02

1
41
,8
00

0.
6
%

85
8

-
83
8

83
8

福
井
県
市
町
村
振
興
協
会

50
12
,0
8
2,
4
95

4
98
,0
89

11
,5
84
,4
06

30
,0
00

0.
2
%

19
,3
0
7

-
50

50

福
井
県
労
働
者
福
祉
基
金

協
会

3,
0
00

27
0,
7
17

13
9

2
70
,5
78

2
70
,1
47

1.
1
%

3
,0
0
5

-
3,
00
0

3,
00
0

福
井
県
産
業
会
館
設
立

3
00

95
8,
4
40

89
,6
02

8
68
,8
38

66
,0
00

0.
5
%

3
,9
4
9

-
30
0

30
0

（公
財
）
福
井
県
文
化
振
興

事
業
団

4,
0
00

1,
36
8,
3
71

92
,0
39

1
,2
76
,3
32

1
,1
74
,3
38

0.
3
%

4
,3
4
7

-
4,
00
0

4,
00
0

福
井
県
防
犯
協
会

1,
8
30

34
4,
4
69

1,
52
4

3
42
,9
45

3
34
,3
00

0.
5
%

1
,8
7
7

-
1,
83
0

1,
83
0

（公
財
）
リ
バ
ー
フ
ロ
ン
ト
セ

ン
タ
ー
設
立

1,
0
00

1,
92
9,
9
88

3
22
,8
00

1
,6
07
,1
88

5
42
,3
00

0.
2
%

2
,9
6
4

-
1,
00
0

1,
00
0

（公
財
）
福
井
県
国
際
交
流

協
会

2,
8
36

1,
72
5,
5
97

50
,9
83

1
,6
74
,6
14

1
,3
00
,0
00

0.
2
%

3
,6
5
3

-
2,
83
6

2,
83
6

（特
財
）
福
井
県
腎
臓
移
植

推
進
財
団

3
64

6
5,
7
65

1,
25
2

64
,5
13

63
,6
00

0.
6
%

36
9

-
36
4

36
4

（公
財
）
福
井
県
林
業

従
事
者
確
保
育
成
基
金

1
1,
1
43

1,
45
1,
7
63

86
,1
95

1
,3
65
,5
68

1
,3
29
,1
50

0.
8
%

11
,4
4
8

-
11
,1
43

11
,1
43

（一
財
）
砂
防
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア

整
備
推
進
機
構

2
00

3,
19
1,
4
62

7
37
,2
58

2
,4
54
,2
04

4
00
,0
00

0.
1
%

1
,2
2
7

-
20
0

20
0

（公
財
）
暴
力
追
放

福
井
県
民
会
議

3,
5
92

87
6,
1
07

8,
60
7

8
67
,5
00

8
44
,1
57

0.
4
%

3
,6
9
1

-
3,
59
2

3,
59
2

（公
財
）
福
井
県
消
防
協
会

3,
6
00

30
7,
5
99

13
,2
82

2
94
,3
17

2
63
,9
11

1.
4
%

4
,0
1
5

-
3,
60
0

3,
60
0

（公
財
）
ふ
く
い
女
性
財
団

3,
3
67

50
9,
2
33

3,
96
1

5
05
,2
72

4
87
,1
03

0.
7
%

3
,4
9
3

-
3,
36
7

3,
36
7

合
計

34
4,
9
44

-
-

-
-

-
-

-
3
44
,9
44

6
60
,1
44
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④
基
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計

（貸
借
対
照
表
計
上
額
）

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

勝
山
市
財
政
調
整
基
金

1
,1
1
6,
71
7

-
-

-
1,
1
16
,7
17

1
,1
1
6,
71
7

勝
山
市
減
債
基
金

15
3,
86
4

-
-

-
1
53
,8
64

15
3,
86
4

勝
山
市
原
山
地
域
振
興
基
金

32
3

-
-

-
3
23

32
3

恐
竜
の
ま
ち
構
想
基
金

8,
35
2

-
-

-
8
,3
52

8,
35
2

勝
山
市
ふ
る
さ
と
水
と
土
保
全
基
金

1
0,
00
0

-
-

-
10
,0
00

1
0,
00
0

勝
山
市
ふ
る
さ
と
ル
ネ
ッ
サ
ン
ス
基
金

1
4,
33
5

-
-

-
14
,3
35

1
4,
33
5

北
谷
地
区
活
性
化
及
び
各
地
区
の

特
色
あ
る
地
域
づ
く
り
基
金

2
2,
75
9

-
-

-
22
,7
59

2
2,
75
9

土
地
開
発
基
金

13
3,
28
4

-
42
,7
1
6

-
1
76
,0
00

17
6,
00
0

市
有
林
造
成
事
業
基
金

11
2,
94
1

-
-

-
1
12
,9
41

11
2,
94
1

多
田
育
英
基
金

16
3,
29
0

70
,0
00

-
-

2
33
,2
90

23
3,
29
0

北
陸
育
英
会
基
金

3
5,
04
3

-
-

-
35
,0
43

3
5,
04
3

勝
山
市
育
英
基
金

9,
53
5

-
-

-
9
,5
35

9,
53
5

松
文
育
英
基
金

1,
00
0

-
-

-
1
,0
00

1,
00
0

合
計

1
,7
8
1,
44
3

70
,0
00

42
,7
1
6

-
1,
8
94
,1
59

1
,8
9
4,
15
9
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⑤
貸
付
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

⑥
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

⑦
未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

（
参
考
）

貸
付
金
計

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

育
英
資
金

1
73
,8
85

-
23
,2
23

-
19
7,
10
8

合
計

1
73
,8
85

-
23
,2
23

-
19
7,
10
8

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表

計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

相
手
先
名
ま
た
は
種
別

貸
借
対
照
表

計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

【一
般
会
計
】

83
,4
45

14
,8
78

【一
般
会
計
】

1
7,
24
4

1,
55
2

市
民
税
個
人

2
,6
11

市
民
税
個
人

4,
52
4

市
民
税
法
人

6
05

市
民
税
法
人

57
2

固
定
資
産
税

68
,2
53

固
定
資
産
税

9,
77
5

軽
自
動
車
税

7
01

軽
自
動
車
税

57
9

都
市
計
画
税

9
,1
78

都
市
計
画
税

1,
13
8

私
立
保
育
園
保
育
料

1
72

私
立
保
育
園
保
育
料

16
3

住
宅
使
用
料

1
,3
68

住
宅
使
用
料

49
3

財
産
貸
付
収
入

5
53

【育
英
資
金
特
別
会
計
】

73
8

-
図
書
資
料
弁
償
代
金

4
育
英
資
金
貸
付
金

73
8

【育
英
資
金
特
別
会
計
】

1
,3
93

-
合
計

1
7,
98
2

1,
55
2

育
英
資
金
貸
付
金

1
,3
93

合
計

84
,8
38

14
,8
78
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(2
)負
債
項
目
の
明
細

①
地
方
債
等
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

種
類

地
方
債
等
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行

そ
の
他
の

金
融
機
関

そ
の
他
の

金
融
機
関

そ
の
他

う
ち
1
年
内

償
還
予
定

う
ち

共
同
発
行
債

う
ち

住
民
公
募
債

【
通
常
分
】

一
般
公
共
事
業

3
,5
9
6,
57
8

20
2,
3
35

2
,7
64
,0
3
3

1
65
,6
29

2
96
,0
32

37
0,
88
4

-
-

-
-

公
営
住
宅
建
設

18
7,
70
0

7,
9
44

1
65
,3
0
0

22
,4
00

-
-

-
-

-
-

災
害
復
旧

2
1,
73
2

1,
1
74

21
,7
3
2

-
-

-
-

-
-

-

教
育
・
福
祉
施
設

52
5,
02
5

3
3,
8
83

5
07
,5
5
0

-
-

1
7,
47
5

-
-

-
-

一
般
単
独
事
業

1
,4
9
7,
55
9

19
4,
7
45

2
44
,2
6
9

4
18
,0
98

1
39
,7
02

27
3,
47
2

-
-

-
4
22
,0
18

そ
の
他

1
,6
8
5,
50
0

22
1,
7
16

7
31
,2
8
6

2
46
,4
45

1
71
,1
94

3
6,
78
0

-
-

-
4
99
,7
95

【
特
別
分
】

臨
時
財
政
対
策
債

4
,9
6
6,
54
8

37
4,
4
78

4
,1
66
,0
2
2

7
07
,9
26

-
9
2,
60
0

-
-

-
-

減
税
補
て
ん
債

8
6,
76
0

2
0,
3
42

86
,7
6
0

-
-

-
-

-
-

-

退
職
手
当
債

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

そ
の
他

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

合
計

12
,5
6
7,
40
2

1
,0
5
6,
6
17

8
,6
86
,9
5
2

1,
5
60
,4
98

6
06
,9
28

79
1,
21
1

-
-

-
9
21
,8
13

-27-



②
地
方
債
等
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

③
地
方
債
等
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

④
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
等
の
概
要

⑤
引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

地
方
債
等
残
高

1
.5
%
以
下

1
.5
%
超

2
.0
%
以
下

2
.0
%
超

2
.5
%
以
下

2
.5
%
超

3
.0
%
以
下

3
.0
%
超

3.
5%
以
下

3
.5
%
超

4.
0%
以
下

4
.0
%
超

（
参
考
）

加
重
平
均

利
率

1
2,
5
67
,4
02

1
1,
9
57
,9
28

5
02
,0
92

7
4,
3
50

4,
3
00

2
8,
73
2

-
-

1.
53
%

地
方
債
等
残
高

1
年
以
内

1
年
超

2
年
以
内

2
年
超

3
年
以
内

3
年
超

4
年
以
内

4
年
超

5
年
以
内

5
年
超

1
0
年
以
内

10
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

20
年
以
内

2
0
年
超

1
2,
5
67
,4
02

1,
0
56
,6
17

1
,0
7
2,
29
7

1
,1
3
8,
87
9

1,
1
16
,4
89

1,
0
24
,1
73

3,
1
48
,3
7
1

2
,3
6
1,
58
3

87
8,
98
3

77
0,
01
0

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
等
残
高

契
約
条
項
の
概
要

-
-

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金
(流
動
）

1,
62
9

-
-

7
7

1
,5
52

徴
収
不
能
引
当
金
(固
定
)

1
3,
11
6

2,
23
7

47
5

-
14
,8
78

退
職
手
当
引
当
金

2
,8
0
9,
12
1

-
-

1
25
,3
6
5

2,
6
83
,7
56

賞
与
等
引
当
金

15
5,
14
1

15
2,
96
1

15
5,
14
1

-
1
52
,9
61

合
計

2
,9
7
9,
00
7

15
5,
19
8

15
5,
61
6

1
25
,4
4
2

2,
8
53
,1
47
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２
行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

(1
)補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

他
団
体
へ
の

公
共
施
設
等

整
備
補
助
金
等

(所
有
外
資
産
分
)

【
一
般
会
計
】

40
7,
69
5

県
営
土
地
改
良
総
合
整
備
事
業
負
担
金

福
井
県

13
7,
57
7
県
が
施
工
す
る
土
地
改
良
事
業
等
に
対
す
る
負
担
金

企
業
振
興
助
成
金

対
象
企
業

12
2,
99
8
工
場
等
の
新
設
、
増
設
及
び
移
設
に
対
す
る
助
成
金

そ
の
他

-
14
7,
12
0
-

計
40
7,
69
5

そ
の
他
の

補
助
金
等

【
一
般
会
計
】

1
,8
9
5,
34
2

大
野
・勝
山
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合
負
担
金

大
野
・勝
山
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合

46
0,
87
2
大
野
・
勝
山
地
区
広
域
行
政
事
務
組
合
の
運
営
に
要
す
る
負
担
金

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
負
担
金

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合

30
0,
73
8
福
井
県
後
期
高
齢
者
医
療
広
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３ 純資産変動計算書の内容に関する明細

(1)財源の明細 （単位：千円）

会計 区分 財源の内容 金額

一般会計

税収等

市税 他 2,811,961

地方譲与税 146,121

利子割交付金 5,778

配当割交付金 10,978

株式等譲渡所得割交付金 9,423

地方消費税交付金 419,236

自動車取得税交付金 51,163

地方特例交付金 8,089

地方交付税 4,034,168

交通安全対策特別交付金 2,506

分担金及び負担金 94,581

寄付金 38,438

小 計 7,632,442

国県等補助金

資本的補助金

国庫支出金 442,429

県支出金 115,182

計 557,611

経常的補助金

国庫支出金 1,097,967

県支出金 986,578

計 2,084,545

小 計 2,642,156

合 計 10,274,598

市有林造成

事業特別会計

税収等
分担金及び負担金 150

小 計 150

国県等補助金

資本的補助金

国庫支出金 -

県支出金 43,049

計 43,049

経常的補助金

国庫支出金 -

県支出金 -

計 -

小 計 43,049

合 計 43,199
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(2)財源情報の明細 （単位：千円）

４ 資金収支計算書の内容に関する明細

(1)資金の明細 （単位：千円）

区分 金額
内訳

国県等補助金 地方債等 税収等 その他

純行政コスト 10,607,248 2,268,111 651,615 6,317,712 1,369,810

有形固定資産等の増加 1,101,453 417,094 482,146 194,630 7,583

貸付金・基金等の増加 380,565 - - 380,374 191

その他 - - - - -

合 計 12,089,266 2,685,205 1,133,761 6,892,716 1,377,584

種類 本年度末残高

要求払預金 409,831

定期預金 -

合 計 409,831
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１ 重要な会計方針
(1)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法
①有形固定資産………………………………取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
ア 昭和59年度以前に取得したもの…再調達原価

ただし、道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。
イ 昭和60年度以後に取得したもの

取得原価が判明しているもの………取得原価
取得原価が不明なもの………………再調達原価
ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額1円としています。

②無形固定資産………………………………取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。
取得原価が判明しているもの……………取得原価
取得原価が不明なもの……………………再調達原価

(2)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券……………………償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券
ア 市場価格のあるもの…………………会計年度末における市場価格

（売却原価は移動平均法により算定）
イ 市場価格のないもの…………………取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金
ア 市場価格のあるもの…………………会計年度末における市場価格

（売却原価は移動平均法により算定）
イ 市場価格のないもの…………………出資金額

(3)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当無し

(4)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法
なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ６年～５０年
工作物 ５年～７５年
物品 ２年～２０年

②無形固定資産（リース資産を除きます。）…定額法
（ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（５年）に基づく定額法によって
います。）
③リース資産
ア 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

………自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法
イ 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

………リース期間を耐用年数とし、残存価値をゼロとする定額法

(5)引当金の計上基準及び算定方法
①投資損失引当金
市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実
質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。

注 記
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②徴収不能引当金
未収金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上していま
す。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上し
ています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上して
います。

③退職手当引当金
地方公共団体財政健全化法における退職手当支給額に係る負担見込額算定方法に従ってい
ます。

④損失補償等引当金
履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全化に関
する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。

⑤賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込
額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。

(6)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引
通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
ただし、少額リース資産及び短期のリース取引には簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に
係る方法に準じて会計処理を行っております。

②オペレーティング・リース取引
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(7)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物
なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを
含んでいます。

(8)その他財務書類作成のための基本となる重要な事項
物品及びソフトウェアの計上基準
物品については、取得価額又は見積価格が50万円以上の場合に資産として計上していま
す。
ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。

２ 重要な会計方針の変更等
(1)会計方針の変更
総務省「新地方公会計の推進に関する研究会」報告の「新統一的な基準」の表示方法に合わ
せるため、平成28年度から大幅な表示の変更を行っております。

(2)表示方法の変更
該当無し

(3)資金収支計算書における資金の範囲の変更
該当無し
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３ 重要な後発事象
(1)主要な業務の改廃
該当無し

(2)組織・機構の大幅な変更
該当無し

(3)地方財政制度の大幅な改正
該当無し

(4)重大な災害等の発生
該当無し

４ 偶発債務
(1)保証債務及び損失補償債務負担の状況
該当無し

(2)係争中の訴訟等
係争中の訴訟等で損害賠償等の請求を受けている主なものは次のとおりです。
福井地裁 平成29年（ワ）第174号
損害賠償請求事件 29,419千円

５ 追加情報
(1)財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項
①一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。
一般会計
育英資金特別会計
市有林造成事業特別会計

②一般会計等の対象範囲と普通会計の対象範囲に差異はありません。
③地方自治法第235条の5に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納
整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としてい
ます。
④地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおり
です。
実質赤字比率 -%
連結実質赤字比率 -%
実質公債費比率 8.4％
将来負担比率 86.0％
⑤利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額 596,283千円
⑥繰越事業に係る将来の支出予定額
・継続費逓次繰越額
該当無し
・繰越明許費
（一般会計） 428,182千円
・事故繰越額
該当無し
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(2)貸借対照表に係る事項

①減債基金に係る積立不足額 -千円

②地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額

に含まれることが見込まれる金額 11,489,499千円

③地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとお

りです。

標準財政規模 6,881,500千円

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 17,538千円

将来負担額 19,989,823千円

充当可能基金額 1,851,444千円

特定財源見込額 1,574,620千円

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額 11,489,499千円

(3)純資産変動計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①固定資産等形成分

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。

②余剰分（不足分）

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。

(4)資金収支計算書に係る事項

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容

①基礎的財政収支 △70,164千円

②既存の決算情報との関連性

地方自治法第233条第1項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲としている

のに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書

と資金収支計算書は一部の特別会計（育英資金特別会計、市有林造成事業特別会計）の分

だけ相違します。

歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、その

分だけ相違します。

③資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳

資金収支計算書

業務活動収支 479,242千円

投資活動収入の国県等補助金収入 600,660千円

未収債権、未払債務等の増減 6,392千円

減価償却費 △1,494,576千円

賞与等引当金の増減額 2,180千円

退職手当引当金繰入額 125,365千円

徴収不能引当金繰入額 △16,430千円

資産除売却損 △8,159千円

資産売却益 15,875千円

純資産変動計算書の本年度差額 △289,451千円

収入（歳入） 支出（歳出）

歳入歳出決算書 12,425,570千円 12,158,352千円

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に伴う差額 90,125千円 90,329千円

繰越金に伴う差額 271,974千円 -千円

資金収支計算書 12,243,721千円 12,248,681千円
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④一時借入金

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。

一時借入金の限度額 3,000,000千円

一時借入金に係る利子額 113千円

⑤重要な非資金取引

重要な非資金取引は以下のとおりです。

賞与等引当金繰入額 152,961千円

減価償却費 1,494,576千円

徴収不能引当金繰入額 16,430千円
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